第3章 　中国

中国共産党は、依然中国の政治、経済と社会生活を支配しつづけている。最近、同党は、グローバル化、急激な技術進歩、およびインターネットがもたらした新たなチャレンジの対処に、特に力を入れており、2002年に開催される第16回党大会が近づくにつれて、21世紀における党の新しいビジョンに関する探究を強化している。この第16回党大会にて、江沢民氏をはじめとする「第三世代指導部」が現職から全員退陣すると予想されている。これに伴って、中央政府の高級官僚も半数近く更迭される見通しである。江沢民氏は党の総書記から退任する前に、「3つの代表」という新たな党の指導思想を提出し、共産党の権力支配を維持しようと狙っている。江氏の説明によれば、「3つの代表」とは、中国共産党が「先進生産力の発展要求を代表すべき」、「先進文化の発展方向を代表すべき」、「人民大衆の基本利益を代表すべき」ということである（Far Eastern Economic Review,　2000年10月26日、34頁）。おそらく、中国指導部は、イギリスの労働党の変容を見習って、共産党を「労働者階級」の政党から、より中道的なものに転換させたいのであろう。中国指導部が模索している「第三の道」の定義はまだ不明確ではあるが、政治路線の軌道修正が間違いなくすでに始まっており、中国の経済改革にも重要な影響を与えていくであろう。

この他に、経済改革のプロセスに大きく作用しそうな主な出来事として、中国が世界貿易機関（WTO）への加盟に向かって2000年に大きく前進したことである。特に、中国は2つの最も難しい交渉相手である米国とEUを含む主要相手との市場参入に関する重要な二国間協定をすでに結んだ。また、（米国との）「恒久的な正常貿易関係法」が米国で可決されることも大変重要な出来事である。それは同法の成立によって、以前毎年米国議会で取り上げられていた中国の貿易地位問題の論争から解放されるからである。メキシコとの二国間協定およびWTOそのものとの正式な事務的書面協定を行わなければならないが、2001年末までには中国のWTOへの加盟が正式に実現するであろう。中国経済は、全面的な改革の方針とともに、WTOへの正式加盟によって大きな影響を受けることになるので、次の2つの対となる異なった影響を識別することが大切となる。一つは、中国の人々が耐えなければならない大きな調整コストがあるということである。中国は市場開放を一層迫られ、短期的には、輸入の急増や厳しい圧力のもとでの国有企業の困窮という問題が表面化するであろう。これらは中国にとって政治的に敏感な問題である。もう一つは、中国が中長期に、一層広範囲に輸出競争力を増すことになろうが、それが中国の貿易パートナーに圧力をかけ、貿易摩擦を引き起こすという可能性を孕んでいるということである。いかにこうした摩擦、とりわけ米国やEUとの摩擦を解消していくかは、各国がWTOのルールのすべてに甘んじて従うという意志があるのか否かを問う重大な試金石である。
  長期的に、中国が直面する深刻な問題の一つは大きく増大し続ける人口圧力である。1980年以来、人口増加のテンポは明らかにゆるやかになり、1993年からは年率1.2％を切るまでになっている（表3.1）。しかし総人口は、2000年には12億6,700万人に達したものと見られ、中国の政策立案者の間では、人口増加の抑制は依然として優先順位の高い事項である。

  過去20年間の非常に急激な経済成長は所得の大幅な伸びをもたらした。1980年からこれまで、中国の実質GDPの成長率は1981年、89年、90年の3年を除き全て年率7％以上であり、10％以上の成長率を記録した年も1983～85年、1987～88年、1992～95年と、この期間の約半分を占めている。景気が最も大きく後退したのは1989～90年であった（表3.1）。ただし、1992年からは、中国の経済成長率は減速し続けている。1997～1999年に中国はアジア金融危機の影響を抑えようとしたが、経済成長がさらに減速した。2000年にはGDP成長率が上昇する見通しで、表3.1には同年の成長率が8％と予測されている。この数字は中国政府当局（China、State Statistical Bureau、2001）が発表した速報値と同じで、表1.2の各予測値の平均値とも一致している。2001年の経済成長が上向くかどうかについて、予測は2つに分かれる。しかし大方の予測は2000年と大差のないものである。
  このような急激な経済成長により、中国人民元で計算される2000年の一人あたり実質GDPは、1981年の5倍にまで膨らんでいる（表3.1）。この間、人民元が大幅に切り下げられたが、一人あたりGDPは米ドル換算でも3倍強となる。一人あたり実質GDPの伸びは、国際ドルに換算すれば、1981～2000年の間で約8倍というより急激なものである（表3.1）。第1章および本報告の1999年版と2000版ですでに述べたが、中国は、国際ドルでの一人あたりGDPが米ドル表示の一人あたりGDPよりも急激に増大した数少ない国の一つであり、国際ドル表示のGDPの評価が幾つかの論議の源となっている。しかし、一人あたりGDPに関するいずれの数値も、中国の生活水準が過去20数年間、非常に急激な勢いで向上したことを示している。実質的に向上したことは、非識字率の大幅な低下や高校・中学校への進学率の顕著な上昇などの教育の最前線に表れている。しかしその一方で、乳児死亡率の低下や平均余命の延長はあまり進んでいない。このことから、中国の生活水準は一人あたりGDPや教育に関するデータから推測されるほどには急激には向上していないとも言える。
  中国経済は過去20年間で構造的に非常に大きく変化した。最も顕著なのは、就業と生産面での農業から他のセクターへのシフトである。1980年代初期、農業は全国就業者の3分の2以上、全国生産額の3分の1程度であった（表3.1）。それが1990年代半ばまでに、それぞれ2分の1、5分の1程に低下した。成長の最も著しいのはサービス業を主とする「その他産業」であり、かつて約15％であったその就業者シェアは1999年には41％を超えるまでに上昇している。
  支出サイドでは4つの構造的変化が際立っている。第一は、1992年までは国内総支出の25～31％を占めていた総固定資本形成が近年では34～37％にまで増大している（表3.1）。こうした急激な増大は、資本ストックを増大させ、経済の急成長を可能にさせた理由から有益であった。しかしその一方で、他のアジア諸国における資本蓄積の急激な増大とその高い増加率がしばしば非効率な投資と関係しているように、同様の問題が中国でも生じているものと思われる。第二は、（最近、民間消費の低下傾向が反転したが）消費、特に政府消費の割合が過去20数年で若干ではあるが低下している。第三は、1982～83年に、輸出は対GDP比で8％、輸入は7％に過ぎなかったが、1994～99年には、輸出は対GDP比で21～23％、輸入は17～20％となっている。第四は、国民経済における政府の役割の低下である。それは、GDPに占める民間総固定資本形成の割合が1980～82年の5％未満から1995～98年の10～12％への上昇という、総固定資本形成に関するデータから最も顕著に読み取れる。総固定資本形成に占める国有経済部門の割合は、1980年の82％から1994～99年の52～56％へと急激に落ち込み、それとは対照的に、集団所有制の経済部門、および私的部門を主とするその他の経済部門の割合は、それぞれ5％から15～16％、13％から27～32％に拡大している（China, State Statistical Bureau, various　years　a,　various　years　b）。
  その他の重要な変化として、内陸地域と東部沿海地域との地域格差が拡大しつつあることが挙げられる。例えば、沿海地域における12の一級行政区（遼寧、河北、北京、天津、山東、江蘇、上海、浙江、福建、広東、海南、広西）のGDP合計額は、1980年には全国GDPの52％であったが、90年には54％、そして99年には59％へと拡大している（China, State Statistical Bureau, 1996, 1999）。これに対して、経済発展が最も遅れている西部10省のシェアは17％から14％へ下落した（China, State Statistical Bureau, various　years　a,　various　years　b）。低所得の西部諸省と沿海地域の格差を縮小させるために、中国政府は2000年に一連の新たな優遇政策を発表した。これら優遇政策には公共投資の増加(毎年約120億米ドル以上の特別投資)、銀行ローンなどの金融サポートおよび民間投資者への税負担の軽減などが含まれている。
  近年、最も気がかりな傾向の一つは、デフレ傾向が現れており、1998と1999年にGDPのデフレータの変化率が、-2.4％とマイナスになったことである。表3.1では、2000年はGDPデフレータの変化率が下落傾向から転換し、0.3％になると予測している。この数字は表1.2における各予測値の平均よりやや高いが、消費者物価指数の1999年1～10月期における対前年同期比の伸び率（0.2％）に近い。また、2001年のインフレ率は1％以上になるとみられる。昨今の低いレベルのインフレそしてデフレは、1993～95年の経済過熱で経験した13～20％という高いレベルのインフレとは著しく対照的なものである。過去20年間に経済が急成長を遂げ、価格システムの大きな改革も実施できたことを考えれば、上述した動向は、中国政府当局がインフレ率を普通のレベルに抑える優れた能力と、インフレ開始の時期に迅速に経済の引き締めを行なってきたことを反映している。そうではあるが、GDPに対する貨幣の割合は、貨幣経済の浸透を反映し、過去20年間終始増大している。財政面において、前述した景気刺激の意図を反映して、1999年の財政赤字がかなり増えており、2000年にもこの傾向が続くと見られている。例えば、中国政府は2000年初めに、約1,000億人民元(約120億米ドル)の建設国債を発行したが、同年8月に、また500億人民元(約60億米ドル)の建設国債を発行すると発表した。このため、2000年の財政赤字の対GDP比は1999年の2％から3％へ上昇すると予測されている。国際基準から見ると、3％という水準はそれほど大きくないが、赤字企業関連の支出と国有商業銀行の不良債権が含まれれば、中国の財政赤字はさらに大きくなるであろう。

表3.2は、中国の対外ポジションの強さを説明する三つの証拠である。第一は、近年の中国の経常収支は黒字である。その額は対GDP比で、1997～98年には3.3％、99年には1.6％に減少し、2000年には1.4％となる見通しである。表1.2でも触れたが、中国の経常収支黒字は2001年も続くだろうが、2002年にはゼロに近づくであろう、というのが大方の見方である。第二は、過去20年間、中国の経常収支は一部の年を除き大きな黒字で推移してきたので、中国の対外債務残高は、98年にGDPのわずか16％と非常に少なく、短期債務の占める割合も非常に小さい。第三は、こうした趨勢の中で、中国の外貨準備高は、1999年には輸入の8ヵ月分を超える額に相当する。これは、1997～98年に比較して減少しているものの、1998年の中国全体の対外債務残高にほぼ匹敵するという非常に大きなものとなっている。
  これまで中国の経常収支は貿易収支に左右されてきた。しかし近年、サービス収支や所得収支もかなり急速に増加してきている（表3.2）。所得収支は赤字であり、そのほとんどが直接投資による配当金の支払いである。特に1990年代に入って急速に増大している。同様に、投資収支の面において最も顕著な傾向は、対内直接投資が、1982～83年の4～6億ドル、1984～92年の10～110億ドル、1993～95年の280～360億ドル、そして1996～98年の400～440億ドルと急増していることである。対内直接投資は、1999年に390億ドルに減少した。2000年第1～3四半期では270億ドルとなっており、1999年同期間の290億ドルよりもやや減少している（Guoji Maoyi, [Intertrade], 1999年12月、58頁、2000年11月、60頁）。同時に、近年の対内証券投資も著しく増加した。しかしその額はかなり小さく、1999年末の外貨準備高の6分の1弱に過ぎない。仮に外国の証券投資が突然撤退しても、中国はそれほど傷つきそうにはない。他方中国自身、かなり大きな投資家となっている。
  国民経済計算と国際収支の2つのデータによって例証してきたように、中国の貿易は極めて急激に拡大した。このことは商品別貿易（表3.2）と相手国別貿易（表3.3）に関するデータにも見られる。過去20年間、輸出は特に急激に増加した。1981年と1999年の間にはドル換算でほぼ9倍の開きがある。1997～98年の輸出の増加率は米ドルで1％未満に低下したが、99年には6％に上昇した。2000年の輸出は、1～10月期の増加が11～12月期に引き継がれるならば、25％にまで伸びるであろう。1996～98年の輸入の伸びも全く低調なものであったが、2000年1～10月期の数字は17％と、1999年（18％）の力強い伸びを若干下回る程度となっている。
  商品別貿易において中国の最も大きい輸出シェアとして久しく計上されているのが「その他製品」という範疇である。表3.2のデータにて、1988年までに40％未満であったそのシェアが、早くも1991年には43％に、そして1992～94年には59～60％にも及び、1999年には54％とわずかに低下していることが見られる。なおそれは、1991年と1992年の間で突如大きく増大しているが、その増大部分の多くがそれまで特殊取扱品・再輸出の範疇に含められていた商品を再分類することで生じたものと思われる。繊維、衣類、皮製品、履き物が「その他製品」の大半を占め、1992～94年には全輸出の35～36％も計上している。1988年以前は6％未満であった機械製品の輸出シェアは、91年には早くも10％に、それから92年の16％と、近年大変急激に伸びており、2000年1～10月期では33％になっている。繰り返すが、1991年と1992年の間の大きな増加は商品の再分類によるものと思われる。しかし、機械製品の輸出、とりわけ通信・その他電気機器、そしてつい最近の事務・電算機器は、疑いなく極めて急激に増大している。農産物、鉱物性燃料、狭義の原材料などの資源型の輸出もかつては重要であった。これら3つを合わせたシェアは、1980年には50％を占めていたが1999年にはわずか10％と、着実に低下してきている。

  輸入サイドでは、機械製品のシェアが近年大きく拡大し、輸入総額の約40％を占めるまでになっている。それに「その他製品」が24～30％と続く。この輸入構造は、近年の労働集約型の製造業における貿易の重要性を反映するものである。中国は、繊維・衣類・履き物、電気製品などの工業において、組立あるいは加工のために大量の原材料を輸入し、そしてその最終製品の多くを中間財の輸入元でもある工業国に輸出している。近年の鉱物性燃料の増加も気になる。
　中国の輸出は歴史的に香港での中継貿易に大きく依存し、香港向けの輸出シェアは、1989～92年には41～45％にも及んだ（表3.3）。そのシェアは1993年に24％へと急激に落ち込むことになるが、それは香港を経由する中継貿易の再分類によっており、香港向けあるいは香港経由の輸出が実質的に減少したわけではない。しかしその後、香港への輸出シェアは1999年に19％、2000年1～10月期に18％と徐々に縮小している。この大きな部分は香港を通じた中継貿易である。日本はこれまで中国にとって第二の大きな輸出市場で、1980～85年と1995～96年には輸出総額の約5分の1を占めていた。しかし近年、日本のシェアは徐々に低下し、その一方で米国と欧州工業国のシェアが膨らみ、2000年1～10月期にはそれぞれ21％、16％となっている。なお欧米のシェアが1993年に著しく拡大しているが、これもまた主に、香港経由の中継貿易を最終目的地の欧米諸国との貿易に分類し直したためである。シェア自体は小さいが、同じ理由から1993年の台湾のシェアにも同様の大きな拡大が観察される。残りのアジア諸国は中国にとって比較的小さな輸出市場であるが、それらの中では韓国への輸出が急増していることが目立つ。
  輸入サイドでも同様の傾向が見られる。香港のシェアは1988～92年にかけて非常に急激に拡大し最も大きくなったが、92年の25％から93年にはわずか10％、そして1999～2000年には4％と非常に大きく低下している（表3.3）。1993年の突然の低下は、同じく、香港経由の中継貿易を再分類した結果である。日本は伝統的に最も大きな輸入元で、例えばそのシェアは1985年には全体の3分の1以上に達したが、近年では全体の約5分の1にまで低下した。1980年代は欧米諸国もかなり大きな輸入元であったが、そのシェアは時とともに減少する傾向にある。それとは対照的に、韓国や台湾のシェアは、1999年にはそれぞれ10～12％と、急激に拡大している。
  中国は世界でもかなり大きな援助受入れ国であり、1981～98年の間に受入れた公的資金の純流入（公的開発援助およびそれ以外の公的資金流入額などを含む）の総額は560億ドルにも達している（表3.3）。そのうち、多数国からなる諸機関による援助（多国間援助）が最も大きな割合を占め240億ドルに達している。日本は2国間援助の最大の援助国で、この間180億ドルを送金している。日本の銀行は1990年代の中頃から後半にかけて、中国への海外銀行の貸出残高の3分の1から4分の1を占めていたが、そのシェアは1997年以降、その他のアジア諸国でも見られたように著しく小さくなっている。欧州諸国の援助もかなり大きく、100億ドルに達している。欧州の銀行は、中国への海外銀行の貸出残高のシェアにおいて、最も大きく最も急速に拡大している。米国の銀行による貸出残高のシェアはかなり小さいが、他の国々と対応したシェアの推移が見られる。米国からの公的資金援助が全期間を通じて10億ドル弱と非常に低いレベルにあることが目立つが、それは中国と米国間において政治的関係がしばしば論争の的になることを反映している。
  それとは対照的に、中国の日本との政治的・経済的関係は一般にかなり良好なものである。事実、中国は日本の商品貿易を赤字にするアジアでは数少ない国である（表3.4）。それに、日本は中国に対して、旅行、ビジネス・サービス、輸送、その他サービスなどからなるサービス収支でも赤字となっている。日本のサービス収支のうち経常受取で大きいのが、輸送、旅行、建設である。所得収支では、日本は主に、「その他投資収益」を主とする所得収入が大きく大幅な黒字にある。なおその他投資には、銀行貸付と貿易信用が主に含まれる。投資収支では、日本から中国への直接投資と「その他投資」は、1995～98年にかけて、毎年それぞれ平均で22億ドル弱であり、証券投資の流入よりもかなり大きい。しかし1999年に、日本から中国への直接投資は4億ドルにまで減少した。対照的に、その他投資は60億ドルへと飛躍的に増大した。これらの数字は、日本の直接投資が中国における直接投資総額の非常に小さな部分しか占めていないことを示唆している。しかし同時に、中国側の推定値によれば、日本の直接投資額がもっと大きくなることにも注目すべきである（1995～99年では年平均で35億ドル；China, State Statistical Bureau, various years b）。投資収支でその他顕著な傾向は、1997年以降に日本の中国への証券投資が大幅に増加したことである。日本の負債の面では、1997～99年に中国の証券投資が大量に引き上げられたことが大変興味深い。
  最後に、日中間の商品取引構造は、比較優位の立場を明確に反映したものである。日本から中国に輸出される商品の多くは、機械製品、ついで「その他製品」、そしてそれについで化学製品となっている。中国から日本への最大の輸出商品は、繊維、アパレル、履き物などのような軽工業品を主とする「その他製品」である。機械製品の輸出も、近年第二の主力分野にまで急成長し、そのシェアは1994年に9％、99年に21％へと拡大している。かつて農産物、原材料、鉱物性燃料といった資源をベースとした中国からの輸入は重要であったが、近年その増加のテンポはかなり緩やかなものとなってきている。
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